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1.  平成23年3月期第3四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第3四半期 16,916 △6.7 2,615 △16.1 2,574 △11.9 2,075 45.5
22年3月期第3四半期 18,128 △4.9 3,115 △22.8 2,921 △31.2 1,426 △44.6

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第3四半期 40.17 ―

22年3月期第3四半期 27.60 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第3四半期 70,665 46,368 63.5 868.50
22年3月期 71,012 44,897 61.2 841.67

（参考） 自己資本  23年3月期第3四半期  44,870百万円 22年3月期  43,484百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 8.00 ― 8.00 16.00
23年3月期 ― 5.00 ―

23年3月期 
（予想）

5.00 10.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 21,930 △7.1 2,520 △33.9 2,350 △33.7 1,930 545.5 37.36



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商 
品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きは未実施であります。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等について 
は、[添付資料] 3ページ「１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報」の「(３)連結業績予想に関する定性的情報」をご覧下さい。 

4.  その他 （詳細は、[添付資料] 3ページ「２．その他の情報」をご覧下さい。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期3Q 54,903,750株 22年3月期 54,903,750株

② 期末自己株式数 23年3月期3Q 3,240,721株 22年3月期 3,240,313株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期3Q 51,663,379株 22年3月期3Q 51,663,678株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

  当第３四半期連結累計期間におけるわが国の景気は、依然として厳しい状況で推移いたしました。 

  航空業界においても、2008年のリーマンショック以来世界的に厳しい状況が続いておりますが、我が国大手航空

 会社は大幅なリストラ等によって経営改善の方向にあります。 

  当第３四半期の国内線旅客需要は第２四半期同様、前年並みの水準で推移いたしました。これは東京国際空港に

 おいて４本目の滑走路供用開始に伴う発着枠の増加により、新規航空会社が大きく旅客数を伸ばしましたが、大手

 航空会社の事業規模縮小の影響で総需要としては前年並みとなりました。 

  国際線旅客需要は、前年を上回る旅客数で推移いたしました。これは業務渡航の回復基調継続に加えて、東京国

 際空港における国際定期路線再開が追い風となったことによります。 

  国内線貨物需要は、国際貨物回復ならびに東京国際空港の国際化に伴い、国際線からの転送貨物の増加があるも

 のの、主力の宅配便需要が引き続き大きく減少しており、また、航空会社の機材小型化が進んでいることにより重

 量前年比は伸び悩んでおります。  

  国際線貨物需要は、輸出については依然として伸び悩んでおりますが、輸入については景気後退以前の水準まで

 回復し好調で、輸出入全体では前年を上回る状況であります。 

  

  このような状況のなかで、当社グループの業績につきましては、第３四半期連結累計期間売上高は16,916百万円

 （対前年同期比6.7％減少）、営業利益は2,615百万円(対前年同期比16.1％減少)、経常利益は2,574百万円(対前年

 同期比11.9％減少)、四半期純利益は2,075百万円（対前年同期比45.5％増加）となりました。 

  

   事業のセグメント情報は次のとおりであります。  

   （なお、各事業における売上高は外部顧客に対する売上高に、営業利益はセグメント利益に該当いたします。）

    ①不動産賃貸事業 

    不動産賃貸事業の売上高については、東京国際空港コンポーネントメンテナンスビル、名古屋空港格納庫及び

   22年12月の空港外物件の取得による一部増加はあったものの、22年９月より大手航空会社の大口賃貸施設の一部

   が解約されたこと等により11,342百万円と対前年同期比1,475百万円減少（11.5％減少）となり、営業利益も経 

   費節減努力や減価償却費等の減少があったものの1,713百万円と対前年同期比558百万円減少（24.6％減少）とな

   りました。 

  

    ②熱供給事業 

    東京国際空港における熱供給事業の売上高は、供給施設の一部解約等がありましたが前年同期に比べ8月、9月

   の猛暑の影響を受け冷房供給量が増加したことにより3,210百万円と対前年同期比84百万円増加(2.7％増加）と 

   なりましたが、営業利益は電気料等の増加により657百万円と対前年同期比38百万円減少（5.5％減少）となり 

   ました。 

  

    ③給排水運営その他事業 

    給排水運営その他事業は、東京国際空港の給排水運営事業が猛暑の影響を受け使用量が増加したことや東京国

   際空港国際線ターミナル供用開始により給排水売上が増加したことに伴い、売上高は2,365百万円と対前年同期 

   比180百万円増加（8.2％増加）となり、営業利益は245百万円と対前年同期比96百万円増加（64.4％増加）とな 

   りました。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

   当第３四半期連結会計期間末における総資産は70,665百万円となり、前連結会計年度末比346百万円の減少とな 

  りました。その主な要因は、六本木ビルの売却及び東京都中央区日本橋室町での物件取得に伴う現金及び預金の減

  少及び資産の増加によるものです。負債は24,298百万円となり、前連結会計年度末比1,817百万円の減少となりま 

  した。その主な要因は借入金の返済によります。純資産は、配当金の支払による減少要因はありましたが、当第３

  四半期連結累計期間純利益が2,075百万円あったこと等により前連結会計年度末比1,471百万円増加の46,368百万円

  となりました。 

   自己資本比率は63.5％と前連結会計年度末に比べ2.3ポイント上昇いたしました。 

    なお、六本木ビル売却益52億円の約80％分については、日本橋室町ビルの買換資産の圧縮記帳による減額を行っ

   ております。 

  

   （キャッシュ・フローの状況） 

   当第３四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）の残高は2,715百万円とな 

  り、前連結会計年度末と比較して1,872百万円の減少となりました。 

   当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。  

  

   （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   営業活動で得られた資金は5,505百万円の収入（前年同期は4,631百万円の収入）となりました。これは税金等 

  調整前四半期純利益に、減価償却費等の非資金項目、売上債権等の加減算を行った結果によるものです。 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



  

   （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   投資活動による資金は3,766百万円の支出（前年同期は3,129百万円の支出）となりました。これは主に有形固定

  資産の取得及び売却による加減算を行ったものです。 

  

   （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   財務活動による資金は3,610百万円の支出（前年同期は3,945百万円の支出)となりました。これは主に借入金の 

  返済、預り保証金の返還及び配当金の支払によるものです。 

   

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

平成22年10月28日付けの平成23年3月期第２四半期決算短信（連結）で発表いたしました平成23年3月期の連結業

績予想に、変更はありません。 

  

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理   

 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積もり、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。  

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。   

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年3月31日）及

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年3月31日）を適用してお

ります。 

 なお、これによる影響はありません。  

  

  

  

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,715,300 4,587,249

受取手形及び売掛金 1,235,887 1,234,927

リース投資資産 992,787 789,001

商品及び製品 1,424 2,120

原材料及び貯蔵品 37,173 30,885

繰延税金資産 158,268 158,268

その他 475,981 220,498

流動資産合計 5,616,820 7,022,948

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 47,248,724 49,338,033

機械装置及び運搬具（純額） 3,565,812 3,851,386

工具、器具及び備品（純額） 54,061 72,441

土地 8,047,176 5,033,854

建設仮勘定 682,490 320,763

有形固定資産合計 59,598,263 58,616,477

無形固定資産   

その他 155,499 44,119

無形固定資産合計 155,499 44,119

投資その他の資産   

投資有価証券 2,730,117 2,772,418

長期貸付金 9,300 10,673

繰延税金資産 2,297,951 2,285,803

その他 290,171 308,063

貸倒引当金 △32,800 △48,800

投資その他の資産合計 5,294,739 5,328,157

固定資産合計 65,048,501 63,988,753

資産合計 70,665,321 71,011,701



（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 532,848 988,471

短期借入金 7,769,232 7,413,232

未払法人税等 998,382 609,186

未払金及び未払費用 368,924 281,439

前受収益 986,796 1,022,720

賞与引当金 65,801 129,755

役員賞与引当金 11,700 28,200

その他 1,806,495 632,029

流動負債合計 12,540,178 11,105,032

固定負債   

長期借入金 6,550,564 9,054,026

長期預り保証金 4,716,583 5,507,252

退職給付引当金 221,500 188,130

役員退職慰労引当金 268,795 260,332

固定負債合計 11,757,442 15,009,740

負債合計 24,297,620 26,114,772

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,826,100 6,826,100

資本剰余金 6,982,939 6,982,949

利益剰余金 32,026,877 30,623,263

自己株式 △1,561,391 △1,561,264

株主資本合計 44,274,525 42,871,048

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 595,014 612,715

評価・換算差額等合計 595,014 612,715

少数株主持分 1,498,162 1,413,166

純資産合計 46,367,701 44,896,929

負債純資産合計 70,665,321 71,011,701



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 18,127,755 16,915,928

売上原価 13,766,129 13,096,151

売上総利益 4,361,626 3,819,777

販売費及び一般管理費   

役員報酬 224,938 205,276

給料及び賞与 403,647 397,860

賞与引当金繰入額 38,481 37,718

役員賞与引当金繰入額 14,100 11,700

旅費交通費及び通信費 73,406 62,364

租税公課 67,727 68,121

減価償却費 12,165 19,723

その他 412,617 402,396

販売費及び一般管理費合計 1,247,081 1,205,158

営業利益 3,114,545 2,614,619

営業外収益   

受取利息 598 2,216

受取配当金 28,092 17,202

受取手数料 10,070 90,422

その他 28,565 31,305

営業外収益合計 67,325 141,145

営業外費用   

支払利息 240,992 179,037

その他 19,869 2,510

営業外費用合計 260,861 181,547

経常利益 2,921,009 2,574,217

特別利益   

役員退職慰労引当金戻入額 － 16,577

固定資産売却益 13,544 5,208,705

賞与引当金戻入額 7,636 2,629

受取補償金 200,000 －

その他 1,511 120

特別利益合計 222,691 5,228,031

特別損失   

固定資産除却損 － 5,023

役員退職慰労金 4,068 －

投資有価証券評価損 560,749 12,453

固定資産圧縮損 － 4,017,576

その他 196 84

特別損失合計 565,013 4,035,136

税金等調整前四半期純利益 2,578,687 3,767,112



（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

法人税等 1,088,518 1,606,879

少数株主損益調整前四半期純利益 － 2,160,233

少数株主利益 64,169 84,995

四半期純利益 1,426,000 2,075,238



（第３四半期連結会計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 5,750,117 5,031,059

売上原価 4,415,706 4,376,610

売上総利益 1,334,411 654,449

販売費及び一般管理費   

役員報酬 64,974 57,951

給料及び賞与 105,227 99,100

賞与引当金繰入額 38,481 37,718

役員賞与引当金繰入額 14,100 11,700

旅費交通費及び通信費 24,637 19,222

租税公課 18,038 18,502

減価償却費 4,006 11,852

その他 137,006 149,629

販売費及び一般管理費合計 406,469 405,674

営業利益 927,942 248,775

営業外収益   

受取利息 141 928

受取配当金 4,747 4,031

受取手数料 1,620 83,084

その他 12,270 13,829

営業外収益合計 18,778 101,872

営業外費用   

支払利息 74,818 54,670

その他 13,007 908

営業外費用合計 87,825 55,578

経常利益 858,895 295,069

特別利益   

固定資産売却益 － 5,208,705

特別利益合計 － 5,208,705

特別損失   

固定資産除却損 － 4,043

投資有価証券評価損 204,355 －

固定資産圧縮損 － 4,017,576

特別損失合計 204,355 4,021,619

税金等調整前四半期純利益 654,540 1,482,155

法人税等 256,743 645,854

少数株主損益調整前四半期純利益 － 836,301

少数株主利益 28,093 36,969

四半期純利益 369,704 799,332



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,578,687 3,767,112

減価償却費 4,117,440 3,762,034

リース債権及びリース投資資産の増減額（△は増
加）

△200,347 △203,786

固定資産圧縮損 － 4,017,576

貸倒引当金の増減額（△は減少） △7,380 △16,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） 28,865 33,370

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 330 8,463

賞与引当金の増減額（△は減少） △65,588 △63,954

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △16,800 △16,500

受取利息及び受取配当金 △28,690 △19,418

支払利息 240,992 179,037

有形固定資産売却損益（△は益） △13,544 △5,208,705

有形固定資産除却損 － 5,023

投資有価証券評価損益（△は益） 560,749 12,453

売上債権の増減額（△は増加） 260,363 △960

たな卸資産の増減額（△は増加） △11,035 △5,592

前受収益の増減額（△は減少） △269,114 △35,924

仕入債務の増減額（△は減少） △505,651 △455,623

未払費用の増減額（△は減少） 14,193 △51,153

未払消費税等の増減額（△は減少） △296,669 233,858

その他の流動資産の増減額（△は増加） 20,171 △239,093

その他の流動負債の増減額（△は減少） 312,741 1,162,093

小計 6,719,713 6,864,311

利息及び配当金の受取額 28,690 19,418

利息の支払額 △217,436 △174,541

法人税等の支払額 △1,899,682 △1,204,682

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,631,285 5,504,506

投資活動によるキャッシュ・フロー   

子会社株式の取得による支出 △19,600 －

有形固定資産の取得による支出 △3,142,873 △11,077,744

有形固定資産の売却による収入 49,800 7,310,040

投資有価証券の取得による支出 △17,756 －

投資有価証券の売却による収入 － 0

長期貸付金の回収による収入 1,373 1,373

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,129,056 △3,766,331



（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 2,300,000 6,100,000

短期借入金の返済による支出 △3,300,000 △5,200,000

長期借入れによる収入 1,700,000 －

長期借入金の返済による支出 △2,910,962 △3,047,462

預り保証金の受入による収入 532,096 610,854

預り保証金の返還による支出 △1,206,977 △1,402,220

自己株式の売却による収入 56 36

自己株式の取得による支出 △181 △173

配当金の支払額 △824,407 △671,159

子会社の自己株式の取得による支出 △234,814 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,945,189 △3,610,124

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,442,960 △1,871,949

現金及び現金同等物の期首残高 4,929,465 4,587,249

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,486,505 2,715,300



 該当事項はありません。 

  

  

〔事業の種類別セグメント情報〕  

     前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月1日 至 平成21年12月31日）  

  

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

         ２．各事業の主な品目 

          （1）不動産賃貸事業     賃貸ビル業等 

      （2）熱供給事業       冷房・暖房供給事業等 

      （3）給排水運営その他事業  給水・排水・航空機等リース・共用通信事業 

   

 前第３四半期連結累計期間（自 平成21年4月1日 至 平成21年12月31日）  

  

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

         ２．各事業の主な品目 

          （1）不動産賃貸事業     賃貸ビル業等 

      （2）熱供給事業       冷房・暖房供給事業等 

      （3）給排水運営その他事業  給水・排水・航空機等リース・共用通信事業 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  

不動産賃貸 

事業 

（千円） 

熱供給事業 

（千円） 

給排水運営 

その他事業 

（千円） 

 計（千円）

消去 

又は全社 

（千円） 

連結 

（千円） 

 売上高   

(1)外部顧客に対する 

  売上高 
4,153,124 878,699 718,294 5,750,117    －  5,750,117

(2)セグメント間の内部 

  売上高又は振替高 
67 304,069 65,594 369,730 （369,730）    － 

 計 4,153,191 1,182,768 783,888 6,119,847 （369,730） 5,750,117

 営業利益 715,343 185,435 27,164 927,942    － 927,942

  

不動産賃貸 

事業 

（千円） 

熱供給事業 

（千円） 

給排水運営 

その他事業 

（千円） 

 計（千円）

消去 

又は全社 

（千円） 

連結 

（千円） 

 売上高   

(1)外部顧客に対する 

  売上高 
12,817,134 3,125,641 2,184,980 18,127,755    －  18,127,755

(2)セグメント間の内部 

  売上高又は振替高 
245 948,655 285,169 1,234,069（1,234,069）    － 

 計 12,817,379 4,074,296 2,470,149 19,361,824（1,234,069） 18,127,755

 営業利益 2,270,325 694,991 149,229 3,114,545    － 3,114,545



〔所在地別セグメント情報〕 

 前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間 

（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日）において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び 

重要な在外支店がないため、該当事項はありません。   

  

〔海外売上高〕  

 前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間 

（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日）において、海外売上高がないため該当事項はありません。 

   

〔セグメント情報〕  

１．報告セグメントの概要 

  当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営 

 資源の分配の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。  

  当社は、本社で各セグメントについて包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

  したがって、当社は本社で定めた品目別のセグメントから構成されており、「不動産賃貸事業」、「熱供 

 給事業」、「給排水運営その他事業」の３つを報告セグメントとしております。  

  「不動産賃貸事業」は事務所ビル等の賃貸事業を行い、「熱供給事業」は冷房・暖房等の供給事業を行っ 

 ており、また、「給排水運営その他事業」は給水・排水・リース・共用通信事業等を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

  当第３四半期連結会計期間（自 平成22年10月1日 至 平成22年12月31日）  

                                          （単位：千円） 

  （注）１．調整額は、セグメント間取引消去によるものです。 

     ２．セグメント利益又はセグメント損失の合計額は、営業利益と一致しております。  

  

   報告セグメント 
調整額 

（注）  

四半期連結 

損益計算書 

計上額  
  

不動産賃貸 

事業  
熱供給事業 

給排水運営 

その他事業
計 

 売上高   

(1)外部顧客に対する 

  売上高 
3,312,451 918,900 799,708 5,031,059    －  5,031,059

(2)セグメント間の内部 

  売上高又は振替高 
31 238,990 64,046 303,067 （ ）303,067     － 

 計 3,312,482 1,157,890 863,754 5,334,126 （ ）303,067 5,031,059

 セグメント利益 

 又はセグメント損失  
△3,239 210,104 41,910 248,775    － 248,775



  当第３四半期連結累計期間（自 平成22年4月1日 至 平成22年12月31日） 

                                          （単位：千円） 

（注）１．調整額は、セグメント間取引消去によるものです。 

   ２．セグメント利益は、営業利益と一致しております。  

  

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

  該当事項はありません。  

  

  

（追加情報） 

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平 

成21年3月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20 

号 平成20年3月21日）を適用しております。 

  

  

  

  

 該当事項はありません。 

  

  

 該当事項はありません。 

   報告セグメント 
調整額 

（注）  

四半期連結 

損益計算書 

計上額  
  

不動産賃貸 

事業  
熱供給事業 

給排水運営 

その他事業
計 

 売上高   

(1)外部顧客に対する 

  売上高 
11,341,643 3,209,637 2,364,648 16,915,928    － 16,915,928

(2)セグメント間の内部 

  売上高又は振替高 
166 777,837 287,951 1,065,954（ ）1,065,954     － 

 計 11,341,809 3,987,474 2,652,599 17,981,882（ ）1,065,954 16,915,928

 セグメント利益 1,712,611 656,657 245,351 2,614,619    － 2,614,619

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

４．その他
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